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Ⅰ はじめに 

 仮想現実を用いた空間評価は提示デバイスごとに有効輝度

範囲、視覚ごとのレンズによる減衰、機器の固体差、また評

価時前後の目の順応状態、対象視環境の必要提示輝度範囲を

整理しなければ現実の見え方との差異が明らかでない為、設

計前の CADモデルや施工後確認したい空間の全方位画像を仮

想現実へ出力以前に、デバイスの調整時間・知識が必要とさ

れるのが現状である。従って、基本設計で仮想現実を用いた

視環境設計を行うことは一般的ではなかった。 

II 光・視環境の規格や仮想現実対策 

(1) 規格 

ヘッドマウントディスプレイ型仮想現実において国際規格

や標準利用手順はまだ無い。本検討課題ではオフィス光・視

環境を、空間の利用者が評価可能とする汎用型 HMD型仮想現

実の導入方法を検討していく。 

(2) 仮想現実を用いた評価時の対策 

 建築環境の光/人間工学分野において表１に示す概ね３通

りの工夫によって、現実と仮想空間の見え方が一致し一定水

準の視環境評価ができるような方法がとられてきた。 

①物理量を一致させる方法：提示空間の輝度範囲の大部分が

提示デバイスの有効出力範囲に収まる組み合わせで正確に輝

度提示し評価する方法。昼光が指し、窓から景観が見える、

明るい光源がある、影になり暗い部分がある、といった最大/

最小輝度範囲が異なる空間では、同じ精度の仮想現実を確保

する方法がなく評価の比較ができない。②視覚機能領域毎の

マッピング方法：提示視環境を屋外・室内（ターゲット、そ

のすぐ周辺・およびアンビエント）・アイスストップなど視覚

機能ごとの領域分けし、有効出力範囲内で領域毎に評価内容

に足る輝度マッピングする方法。実空間のように最大/最小輝

度が大きくデバイスの有効範囲外の場合も、多少暗い部屋で

も順応すると机上面は見えるといった人の目の順応が考慮さ

れ人の目に近い状態で評価できる。③輝度を一致を確認しな

い方法：開口部の位置や面の反射率、開口部の位置とサイズ

や街並など対象空間の CADモデルを用いる方法。モデル内を

歩き回れたり奥行きの感覚の臨場感がある一方、実際の明る

さと一致しないので正確に視環境を評価できない。いずれの

方法を採用しても、設計前段階では開口部、座席位置など視

環境に係る詳細な情報がないため、厳密な仮想現実による評

価を行うことができない。本検討の研究者が開発した HMD型

仮想現実システム[1](図 1)では、東日本大震災などの広域災

害後の節電運用時のオフィスの調査結果[2,3]や、その後の行政

[4,5]、学会[6]による技術指針などで想定される節電運用時の作

業スペースの全方位測光色仮想現実を作成し、日本の就労者

を対象にした印象評価実験から、主に①の方法で近似的に非

常時のオフィスで必要な視環境を明らかにしてきた。 

 一方で、近年、オフィスにおける帰宅困難者向けの災害拠

点化、ライフライン断絶の長期化、世界規模でのエネルギー

不足時の長期節電運用など、平時から非常時まで多様な滞在

機会の需要が諸外国で高まり、これまでより設計の上流で大

まかな視環境の検討でいることが望まれるようになってきた。 

 

表 1 光・視環境/人間工学分野における VR提示対策の整理 

 対策の方法 評価できる条件と課題 

①  
物理量を 

一致させる 

空間輝度の提示デバイスの有効出力範囲に収ま

る組み合わせで正確な輝度を提示する方法。 

②  

視覚機能 

領域毎の 

マッピング 

視覚機能ごとの領域分けし輝度マッピングする方
法。目で見た状態に近い状態で評価できるが、輝
度範囲が異なる空間では評価の比較ができな

い。 

③ 
明るさ一致を

確認しない 

空間の CAD モデルをそのまま使う方法。奥行き
や臨場感があるが明るさは実空間と一致しないの

で視環境を正確に評価できない。(一般に用いら
れる手法) 

 

 

 

  

図1 HMD型VRシステム[4]評価の様子 図2 全方位測光色測定 

(a. iphone 14pro, b. Urgod goggle) 
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III. 研究開発 実施内容および調査結果 

本課題では、平時から非常時に対応するために設計段階で検

討されうるオフィス視環境を想定し、そもそも提示対象の空

間データが不足している視環境について、国外調査により作

業スペース 22 個（うち、窓有 14、天窓 3, 窓無 4）、全方位

輝度を実測により取得し、内 8つスペースに対し 10-20パタ

ンに擬似的に調光した空間を仮想現実を作成し(図 2,3)、13

名（内 5名カナダ建築センター職員、8名多国籍客員研究員）

従来システムを用い空間の評価被験者実験を実施した。これ

により、従来どおりの輝度一致提示方法で評価可能なオフィ

スを明らかにしつつ、より詳細に視環境設計を行う場合には

輝度変化に敏感で明るさが必要な、変化に鈍感で省エネを図

り減灯を検討できる可能性のある領域の検討を行った。その

結果、被験者の属性で同じ様に減灯しても属性で評価への影

響は異なり、空間慣れている職員は明るくすると評価が良く

なるが、短期で滞在する客員は明るくすると評価が下がった。

さらに、②の提示可能デバイスの一般化と精度向上は、仮想

現実による評価が一般的に行われる技術発展を目指す以上重

要な観点であり、また仮想現実の規格などはまだ存在しない

ことから、これらに対し、デバイスは最も高輝度の出力な市

販品のみで構成させる（図 1）、擬似調光の計算についても計

算内容がわかっている市販のシステム[7]、ヘッドセットのレ

ンズについても減光率を測定済みのものを用いることで、現

状の精度把握と向上を図った。今後発展させる必要がある。 

IV 得られる結果の目論見 

本検討により得られる結果の目論みとして、仮想現実により

評価可能となる条件を何点か示す（図 5）。 

① 大きな開口部を活用した非常時の省エネオフィス：従来

のグレア有無の検討法では、輝度シミュレーションによる時

間的負荷が大きく、主に代表座席のみで検証されてきたとこ

ろ、昼光を様々に取り入れた柔軟な座席レイアウトが評価さ

れるようになる。② 人工照明・昼光照明併用以外にも昼光

のみのような自然光を活用した環境管理：仮想現実を用いて

視環境評価を正確できることで思い切った設計も実践可能と

なる。浮いた電力は、温熱環境など視環境以外の環境維持に

使うことが可能になる。③ 利用形態に合わせた節電効果の

強化：省エネ率は設計一次エネルギーから計算されるが、例

えばテナントビルでなどでは、実運用は入居者任せとなりに

よる省エネ達成率は成り行きである。入居者の勤務形態、エ

ネルギーの取得状況に応じ、視環境の優先事項ごとに複数パ

タン省エネルギー化を図る視環境を検討しておくことで、柔

軟な省エネ実践が可能である。 

 

 

図 3 実測作業スペース例 

 

図 4 評価結果 (S1:職員 S2:短期研究員) 

 

図 5 評価可能になる視環境設計の技術事例 
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c.無窓・自然光のみ等の思い切った設計・省エネ対策

a. 大きな開口部、
b. 柔軟なレイアウト


